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背景：今後5年で進む電力自由化

2016.4～
50kW未満の

需要について、
小売り自由化

2015.4～
電力広域的
運営推進
機関の発足

2020年？

送配電部門の
「法的分離」
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目的：自由化される電力市場における
自治体の役割を検討する

発電から小売りまで地域独占している一般電
気事業者（10電力）の分離→新電力の役割が
相対的に高まる。

居住地に基づき選択の余地がなかった家庭を
含む小規模需要者の選択肢が広がる。

↓
自治体主導の新電力が増加しつつある。

消費者や中小企業に大きな影響力をもつ
自治体の役割を検討する。 3



今回ご紹介する内容（出典）

需要者、仲介者としての自治体
① 中之条モデル（群馬県、自治体主導の新電力）

② 屋久島モデル（鹿児島県、配電事業を担う自治体）

○出典：『都市問題』2015年5月号小論

地域エネルギー政策の動向
① 再生可能エネルギー条例（出典：環境法政策学会 第18

回学術大会口頭発表, 2014年6月）

② 土地貸し、屋根貸し事業（出典：環境自治体会議環境

政策研究所『自治労委託研究報告書 再生可能エネル
ギーによるまちづくり』）
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各論①自治体主導の新電力

• 群馬県中之条町、山形県、大阪府泉佐野市等
自治体が主導して新電力を設立するケースが
増加。自治体エネルギー条例や戦略との
連動が
期待
される。

• 図出典：
広報
なかの
じょう。
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各論②水力100％の島の配電網
• 屋久島町（人口：約13,000人）合併前の旧・上
屋久町電気施設協同組合の配電網を引継ぎ
「電気課」が一部区域への配電事業を担当。

• 九州電力のほか、
集落（安房）、町、
ＪＡ（農協）の配電
網が島内に存在。

• 集落に利益還元
される点に注目。
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各論②水力100％の島の配電網
配電主体
の比較

安房電気
利用組合

種子屋久
農協

屋久島町
（組合）

九州電力
（未調査）

法人格 みなし 協同組合 みなし 株式会社

契約世帯 約1100 約3,000 約2,500 約800
契約電力 2,500kW 6,400kW 9,300kW ―
スタッフ 3人＋

検針1人
2人＋検針

は集落

6人＋検針

は委託
（事業所は

なし）

利益 6000万円

弱

4700万円 7900万円 全社単体
で約900億
円の赤字利益還元 地区内の

防犯灯等

一部、検針
手数料名目
で集落へ

地区内の
防犯灯等 7



各論③再生可能エネルギー条例の動向
• 橙色：第1世

代のｴﾈﾙｷﾞｰ
条例（5）
→枠組み
整備型条例

• 水色：第2
世代のｴﾈ
ﾙｷﾞｰ条例
（19）
→事業支援
型条例

• 緑色：第3
世代（3）？
→紛争回避

2012鳥取
県日南町

2000 北海道

2003 岩手県

2002 宮城県

2003 大分県

2005 佐賀県
2012神奈川鎌倉
市,14県,小田原市

2012滋賀
県湖南市

2012愛知

県新城
市,14豊田
市・設楽町

2013高知県
土佐清水市

2013長野県飯田
市,14飯島町

2013北海道
東神楽町,14
芦別市

2013群馬県
中之条町2013兵庫県洲

本市,14宝塚市
2013岐阜県
多治見市

2014大分
県由布市

2014東京
都八丈町

2015岡山
県真庭市

2015島根県

2015群馬
県高崎市
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再エネまちづくり全国調査の概要

１．調査期間：

 2013年8月～10月（途中はがきによる督促1回）

 とりまとめ：2013年12月～2014年1月

２．対象自治体：

 固定価格買取制度施行後、新聞等で「屋根貸し」「土地貸し」
や公営企業方式で、何らかの再生可能エネルギー導入に関
与していると報じられた自治体（全国147）

 回答自治体：96（回収率65%）

３．調査手法：

 147自治体への質問紙調査（アンケート）

 特徴的な事例について現地訪問等調査（ヒアリング） 9



「土地貸し」「屋根貸し」のしくみ

発
電
事
業
者
／
借
り
手 自

治
体
／
貸
し
手

一
般
電
力
事
業
者

電
力
消
費
者
／
市
民

空いている公有地や公共施設の
屋根を、一定期間にわたって、
事業者・市民団体等に貸し出す
※公募の場合が多い。

電力買取契約

電力供給契約
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各
論
④
土
地
、
屋
根
貸

し
の
推
進
要
因
と
課
題

(1)  (2) (3)  (4)  (5)  (6)  (7)  (8)  (9) (10)

(1)  (2)  (3)  (4)  (5)  (6)   (7)  (8)  (9)  (10)
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報告のまとめ

電力の完全自由化に向け、自治体が生産者と消費
者をつなぐ仲介者（新電力）、あるいは配電事業者に
なる可能性が示された。

その際に法的根拠となる条例は、中之条や屋久島町
以外の自治体ではあまり制定されておらず、具体的
な事業（土地、屋根貸しなど)が先行している現状。

自治体アンケート調査結果からみると、首長だけでな
く部局トップや議会の十分なサポートのもと、エネル
ギー専門の部署やスタッフを設置･配置することが促
進要因として機能すると考えられる。
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